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令和５年度 工事（現場）監査結果 

 

令和５年度の工事（現場）監査は、令和 6年 3月 15日に所管課において事前

調査を行い、3月 26日に関係職員の立会いにより実施した。 

なお、監査結果は次のとおりである。 
 

１ 第 3号 箱型函渠築造工事   【担当課 建設課】 

（１）工事の概要等 

事 業 名 南堀之内バイパス整備事業 

工 事 目 的 

 

 

国道 126 号から主要地方道大栄栗源干潟線までを結ぶ広

域的なネットワークを確立する重要な幹線道路の整備に

より、地域の産業振興と生活基盤の充実を図る。 

工 事 場 所 市道 1-061号線 旭市南堀之内 

工 事 概 要 

 

 

 

 

 

 

プレキャストボックスカルバート(W=4.3m×H=2.2m）  

L=16.0m 

プレキャスト取付 U型水路(W=4.3m×H=2.157～3.011m) 

L=18.0m 

付 帯 工 一式 

仮 設 工 一式 

構造物撤去工 一式 

契約年月日 令和 5年 7月 14日 

契約の相手方 遠藤建設 株式会社 

契 約 金 額 116,050,000円 

着工年月日 令和 5年 7月 15日 

工事進捗率 82％前後（令和 6年 3月 26日時点） 

完成年月日 令和 6年度完成予定 

事業の効果 

 

 

旧東総有料道路から東関東自動車道までを接続する広域

的な道路網が形成され、首都圏へのアクセス多様化が図ら

れる。 

 

（２）監査の結果 

事業の執行及び事務処理状況は、おおむね良好であると認められた。 
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２ 第 67号 道路改良工事（第１工区）  【担当課 建設課】 

（１）工事の概要等 

事 業 名 南堀之内バイパス整備事業（繰越明許含む） 

工 事 目 的 

 

 

国道 126 号から主要地方道大栄栗源干潟線までを結ぶ広

域的なネットワークを確立する重要な幹線道路の整備に

より、地域の産業振興と生活基盤の充実を図る。 

工 事 場 所 市道 1-061号線 旭市南堀之内 

工 事 概 要 

（変 更 後） 

 

 

 

 

 

工 事 延 長 L=72.2ｍ 

掘 削 工 V=3,100㎥ 

法 面 工 A=647㎡ 

排水構造物工 一式 

車道舗装工 A=425㎡ 

歩道路盤工 A=89㎡ 

仮 設 工 一式 

契約年月日 令和 4年 10月 4日 

【変 更 契 約】 令和 5年 10月 27日  設計変更のため 

契約の相手方 髙野建設 株式会社 

契 約 金 額 34,650,000円 

【変更後金額】 34,729,200円 

着工年月日 令和 4年 10月 5日 

完成年月日 令和 5年 10月 31日 

完成検査年月日 令和 5年 11月 13日 

事業の効果 

 

 

旧東総有料道路から東関東自動車道までを接続する広域

的な道路網が形成され、首都圏へのアクセス多様化が図ら

れる。 

 

（２）監査の結果 

事業の執行及び事務処理状況は、おおむね良好であると認められた。 
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３ 耐震性貯水槽地上型設置工事   【担当課 消防本部】 

（１）工事の概要等 

事 業 名 消防施設整備事業 

工 事 目 的 

 

 

 

近い将来に発生が危惧される首都直下地震、南海トラフ地

震、千葉県東方沖地震など地震による水道施設の機能喪

失、防火水槽の破損に対応するため、震災時における消防

活動上の有効な水利を確保する。 

工 事 場 所 旭市櫻井 123番地 1 

工 事 概 要 耐震性貯水槽地上型 40㎥一基の設置 

契約年月日 令和 5年 10月 4日 

契約の相手方 有限会社 司建設 

契 約 金 額 9,790,000円 

着工年月日 令和 5年 10月 5日 

完成年月日 令和 6年 1月 15日 

完成検査年月日 令和 6年 1月 24日 

事業の効果 

 

耐震性貯水槽の設置数が増えたことにより、消防・防災力

の強化につながる。 

 

（２）監査の結果 

事業の執行及び事務処理状況は、おおむね良好であると認められた。 


